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1 仙南　　　　　　　　
公立刈田綜合病
院

〇 〇 〇 〇 〇
　　　　199
一般　　199

      　　　 199
急性　 　　　 53
回復　 　　　 99
休棟          47
（今後再開）

（R6 2025.7.1時点）
         199
急性　    73
回復　   126

（R5 2025.7.1時点）
         199
急性　    73
回復　    99
慢性　　　27

ケア病棟　48 非該当

・令和２年度に受け入れたみやぎ県南中核病院との
連携プランを核とし、一定程度の急性期医療と医療
圏におけるポストアキュート、サブアキュートを担
う中心病院としての役割を強化する。また、医療圏
における二次救急医療施設としての役割を堅持し、
地域医療の確保に取り組む。

・みやぎ県南中核病院との連携プランを核とし、一定
程度の急性期医療と医療圏におけるポストアキュー
ト、サブアキュートを担う中心病院としての役割を強
化する。
・地域包括ケアシステム構築に向け、地域の診療所や
介護等の施設の協力支援病院として、連携を強化す
る。
・肢体不自由等により通院が困難になった透析患者等
の治療を地域で完結させるため、長期入院に対応でき
る仕組みを構築し、腎・透析センターの機能強化に取
り組む。

・労働時間管理や休暇取得の徹底による過重労
働防止、フレックスタイムなどの柔軟な働き方
の導入。
技能実習生制度の活用による看護師等の負担軽
減

・医療事務作業補助者の配置による医師が行
う医療事務の作業支援。

2 仙南　　　　　　　　
蔵王町国民健康
保険蔵王病院

〇 〇
         36
一般　　 10
療養　　 26

              36
回復　        10
慢性　        26

          36
慢性   　 26
廃止予定　10

非該当

・当面は現状の医療提供体制を維持に努めますが、
将来的には療養病床を中心とした病棟再編が必要と
考えられるので、プラン期間中に病棟再編に取り組
んでいく。
・訪問診療に積極的に取り組み、通院が困難な患者
さんに対応して、地域医療を支えていく。

　二次医療機関などから在宅に復帰するまでの中間に
位置する医療機関として、地域で必要不可欠な運営形
態でありますので、二次医療機関などとの連携を強化
し、その後方支援を行うことで安心できる医療の提供
に取り組んでいく。

　医師については、東北大学病院をはじめとす
る基幹病院からの医師の派遣を受けることで診
療体制を維持し、看護師等については、労働環
境の改善や効率的な病院運営などを通じて医療
従事者の維持に取り組んでいく。

　基幹病院との連携を強化し、医師派遣によ
り診療体制の維持に取り組んでいく。また、
派遣医師が働きやすいよう環境整備にも取り
組んでいく。

3 仙南　　　　　　　　
みやぎ県南中核
病院

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 　 〇
　　　　310
一般　　310

（2024.7.1時点）
             310
高度　        26
急性　       284

（2023.7.1時点）
　　　　　　 310
高度　        15
急性　       284
休棟　　　　　11
（今後再開）

         310
高度　    26
急性　   284

該当

・当院は全病床310床を高度急性期ならびに急性期
病床として稼働し、仙南医療圏の急性期拠点病院と
しての役割を果たしていく。
・教育病院として医療スタッフの育成、医療スタッ
フを派遣する医療支援機能の整備、周産期医療の復
活、仙南医療圏唯一の地域救急救命センターとして
の役割を果たすとともに、機能の更なる充実に務
め、第二種感染症指定医療機関としての体制整備、
地域がん診療連携拠点機能の強化、血管外科診療の
強化に力を入れる。

・地域医療構想（仙南地域）ならびに重点支援区域の
指定により、当院への急性期医療の集約と刈田病院の
透析医療ならびに回復期医療を中心とする主に急性期
以降の医療へのシフトの方向性が承認されている。こ
れに伴い、当院は休止病床を再稼働し、必要な医療ス
タッフの確保と施設・設備のさらなる充実を進める。
一方、刈田病院は専門医療から一般医療及び透析医療
への診療再編と病院規模の縮小（308床から199床）を
行った。

・東北大学医学部および東北大学病院から医師
の派遣をいただき109名が勤務している。しか
し産婦人科医が不足しており分娩取扱いが休止
している。今後は東北大学及び東北医科薬科大
学と連携し確保に努める。
・看護師確保については様々な確保対策を行
い、採用者は増えている。一方、離職対策とし
て労働環境の改善や精神看護専門看護師による
相談支援体制の整備をした。

・労働時間と自己研鑽の区分を明確化し労働
時間マニュアルを作成する。交代制勤務の導
入、新たな勤怠管理システムの導入、看護師
やメディカルスタッフへのタスクシフトやタ
スクシェアの見直しを実施する。

4 仙南　　　　　　　　
国民健康保険川
崎病院

〇 〇 〇
         58
一般　   30
療養　　 28

       　　　 58
回復　        30
慢性　        28

          58
回復　    30
慢性　    28

非該当

・専門医療、高度医療を必要ととしない入院医療を
行うとともに、みやぎ県南中核病院等の急性期病院
から急性期を過ぎた患者や急性期治療の適応となら
ない患者様の受け入れを推進していく。

・地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域の診療
所や介護老人保健施設との連携強化を進め、継続的に
推進していく。

・職員の配置基準や、職員の定年退職などを踏
まえ計画的に採用を推進していくとともに、再
任用や会計年度任用職員の採用も視野に入れ柔
軟に対応していく。
・平成２８年度より派遣いただいているドク
ターバンク事業よりの派遣を活用し医師確保に
努める。

・当院の日当直体制はほとんどが東北大学病
院及び山形大学病院より派遣頂いていること
もあり、令和４年１２月に医師の宿日直許可
を取得したことにより、医師の当直・日当直
は従前と同様の体制を維持する。

5 仙南　　　　　　　　
丸森町国民健康
保険丸森病院

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
　　　　 90
一般　　 55
療養　　 35

      　　    90
回復　        55
慢性　        35

          90
回復　    55
慢性　    35

ケア病床　38 非該当

　仙南医療圏には地域医療支援病院としてみやぎ県
南中核病院があり、高度急性期・急性期を担う医療
提供体制が整備されているほか、2013年には救急救
命センターが開設され、二次救急、三次救急が整備
されている。当院は救急告示医療機関として認定さ
れており、一次救急医療体制を整備しているもの
の、丸森町には６無医地区があり、当該地域を担う
唯一の病院として引き続き地域医療を中心的に支え
ていく必要がある。
　これらのことから、地域内の病院・診療所・介護
施設等との連携を図るとともに、みやぎ県南中核病
院をはじめとする地域外の病院とも連携を図り、地
域の一次医療を支えていく。

　仙南医療圏においては現状の報告病床数は、2025年
における地域医療構想上の必要病床数と比べ急性期・
慢性期が過剰傾向、高度急性期・回復期が不足傾向に
ある。
　また医療需要は2030年まで増加する一方で、生産年
齢人口は減少していくことが見込まれ、医師・看護師
の確保はより一層厳しいものになると見込まれる。こ
のような政策動向や医療需要に対して、丸森病院とし
ては他病院を含む急性期病床からの受入れおよび在宅
復帰支援と、地域における急性期の緊急受入れを行う
地域包括ケア病床を維持すること、そして医療需要
面・供給面の環境変化に柔軟に対応し、仙南医療圏に
おける回復期病院という側面と丸森町における一次救
急病院という双方の役割を担っていく。

　丸森町は仙南医療圏の中でも高齢化が著し
く、生産年齢人口が減少していくと見込まれる
ことから、医師・看護師等の確保については今
後も難しいと見込まれる。加えて令和６年４月
より、医師の働き方改革の新制度が施行された
ことにより、医師の確保がより一層困難になる
と考えられ、派遣元病院との連携強化と派遣医
師の受入体制の整備の２つの取り組みが重要と
なる。前者については、現状、東北大学および
東北医科薬科大学より、医師派遣を受けてお
り、後者については職員の研修企画を充実させ
ることで職員の定着に努めている。今後も両大
学病院との連携強化を引き続き図るとともに、
派遣された医師の受入れ環境を整備していく。

　当院は医師の時間外労働の縮減に努めてお
り、令和５年度における医師の時間外労働時
間は僅かでした。今後も引き続き医師の時間
外労働の削減に努めていく。

6 仙台　　　　　　　　
宮城県立こども
病院

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
　　　　241
一般　　241

             241
高度       　 53
急性       　188

         241
高度　    53
急性　   188

該当

　県の小児専門医療及び小児リハビリテーションの
核として、また、東北地方唯一の高度で専門的な小
児医療を提供する病院として、急性期から慢性期に
至るまでの高度な医療・療育サービスを総合的かつ
効果的に提供する役割を積極的に果たす。

　東北地方唯一の高度で専門的な小児医療を提供する
病院としての役割・機能を果たすため、オンラインの
活用等により、県内外の医療機関との病病・病診連携
や療育関係機関との連携を推進する。地域医療支援病
院として、登録医療機関・登録医との連携推進や紹介
率の維持・向上に努める。

　高度な専門知識と技術に支えられた良質で安
全な医療・療育を提供するため、中長期的な視
点の下、適切な人員を計画的に確保・配置す
る。看護師については多様化する業務に対応
し、豊富な経験と知識に裏打ちされたノウハウ
を活用するため、退職者の再任用等を促進す
る。

　「医師の働き方改革」への対応として、宿
日直許可の取得、長時間労働が見込まれる診
療科医師のB水準指定、フレックスタイム制
の導入、タスクシフト・タスクシェアの推進
などの取り組みを行った。引き続き、医師の
時間外労働の縮減、負担軽減に努める。

7 仙台　　　　　　　　仙台市立病院 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
        467
一般　　467

（2024.7.1時点）
             467
高度　       184
急性　       283

（2023.7.1時点）
　　　　　　 467
高度　       180
急性　       287

（R6 2025.7.1時点）
         467
高度　   184
急性   　283

（R5 2025.7.1時点）
　　　　 467
高度　   180
急性　   287

該当

・　高度急性期及び急性期医療を担う病院として、
救命救急医療をはじめとした政策的医療を提供して
おり、仙台医療圏において、今後も現状の体制を維
持しつつ、中核病院としての機能や役割を確実に果
たしていく。
・　新型コロナウイルス感染症患者の入院要請に対
応してきた経験を踏まえ、今後も他の医療機関と連
携しながら新興感染症に確実に対応できる役割を
担っていく。
・　限られた医療資源を有効に活かしながら、救急
搬送患者や地域の医療機関からの紹介患者の積極的
な受け入れに努めるとともに、臨床研修医をはじめ
とする医療従事者の養成、災害拠点病院としての体
制確保など、三次救急医療機関並びに地域医療支援
病院としての役割・機能についても、引き続き的確
に推進していく。

・　地域医療支援病院として、地域完結型医療をさら
に推進していくため、地域の医療機関からの紹介患者
の受入れだけでなく、急性期治療を終えた患者の地域
包括ケア病床や回復期リハビリテーション機能を持つ
病院等へ円滑な転院するなど、切れ目のない医療が提
供できるように、定期的なカンファレンスなどを通じ
て緊密な連携を図っていく。

・　医師・看護師、その他医療技術職等の様々
な職種について、人員計画を策定の上、関係機
関とも十分な連携を図りながら人材確保を図っ
ていく。
・　臨床研修指定病院として、医学生の見学受
入れや説明会の開催、SNS等による情報発信な
どにより、研修医の確保に努めていくととも
に、研修医プログラムの充実や海外の医師によ
る研修医教育を行っていくなど、引き続き若手
医師の確保に資する研修医の受入れに力を入れ
ていく。

・　適切なタスクシフト/タスクシェアの推
進などにより超過勤務の縮減を図るための取
り組みを進めていく。
・　医師労働時間短縮計画を策定して、地域
医療確保暫定特例水準の適用に向けた手続き
を進めていく。
・追加的健康確保措置の実施に向けた運用の
整理を行い、勤務間インターバルの確保な
ど、適切に対応していく。

医師の働き方改革への対応

公立病院の具体的対応方針（「公立病院経営強化プラン」の概要等）

整
理
番
号

区域 医療機関名

１．2025年における役割・医療機能ごとの病床数 ２．「公立病院経営強化プラン」の方向性　※1

2025年に担うべき役割　※1

許可病床数
(精・感・結

除く)
（2024.7.1）

※2

病床機能
ごとの病床数
(2024.7.1)

※3

病床機能
ごとの病床数
(2025.7.1)

※3

施設基準
の状況(床)
（2024.7.1）

※4

基幹
病院
該当

地域医療構想等を踏まえた
病院の果たすべき役割・機能

機能分化・連携強化 医師・看護師等の確保
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医師の働き方改革への対応

整
理
番
号

区域 医療機関名

１．2025年における役割・医療機能ごとの病床数 ２．「公立病院経営強化プラン」の方向性　※1

2025年に担うべき役割　※1

許可病床数
(精・感・結

除く)
（2024.7.1）

※2

病床機能
ごとの病床数
(2024.7.1)

※3

病床機能
ごとの病床数
(2025.7.1)

※3

施設基準
の状況(床)
（2024.7.1）

※4

基幹
病院
該当

地域医療構想等を踏まえた
病院の果たすべき役割・機能

機能分化・連携強化 医師・看護師等の確保

8 仙台　　　　　　　　塩竈市立病院 〇 〇 〇 〇 〇
　　　　161
一般　　161

             161
急性　        71
回復　        90

         161
急性　    71
回復　    90

ケア病棟　90 非該当

１．急性期医療
・　救急搬送の積極的な受け入れ
・　消化器系を中心とした検査と治療、内視鏡手術
・　外科を主軸とした手術

２．回復期医療
・　自宅や施設で暮らす在宅療養患者の急性増悪時
の受け皿となる医療
・　急性期を脱した患者の退院後の実生活を見据え
た回復期ケア

３．在宅医療
・　通院困難なかかりつけ患者や、独居、老々介護
で困っている方への在宅医療導入支援
・　自宅や介護施設等への往診
・　訪問看護や訪問リハビリなどの療養生活支援
・　患者や家族の希望を尊重し、自宅での看取りや
医療的な支援

４．政策医療
・　政策的医療として、引き続き小児医療、在宅医
療の提供

５．感染症への対応
・　外来における発熱（感染疑い）患者の受入体
制、また感染拡大時には高次医療機関で急性期治療
を終えた感染患者の入院受入体制の構築

・　二次救急医療機関として、平日日中の救急搬送の
受け入れ要請は原則として断らず、平日夜間及
　び休日はかかりつけ患者等を中心とした救急搬送を
受け入れ、急性期における軽症、中等症の患者
　の受け入れを担う。
・　高度急性期及び急性期医療機関からの患者を受け
入れるポストアキュート機能を担う。
・　在宅医療や施設で状態の悪化した方を受け入れる
サブアキュート機能を担う。
・　地域に出向いて自宅や施設で暮らす医療が必要な
患者に対する在宅医療を担う。
・　公立病院として、他の医療機関が担うことが困難
な離島医療を担う。

医師の確保については、
・　引き続き東北大学病院、東北医科薬科大学
病院に卒業医師の派遣を要請する。
・　東北大学病院からの若手医師の派遣受け入
れを継続する。
・　東北医科薬科大学の地域枠の医師の受け入
れを図る。
・　研修協力施設として、専門医を目指す若手
医師の受け入れに努める。

看護師等の確保については、
・　年齢制限の拡大等、採用に係る募集要件の
緩和を図る。
・　看護専門学校等の各種実習生を受け入れ、
若年層の医療従事者の確保に努める。
・　入院から在宅まで一貫した看護を行える当
院ならではの魅力のＰＲを行う。
・　育児や会議等のライフイベントに応じた時
短勤務等の柔軟な勤務形態の拡充を図る。

・　常勤医師の時間外勤務状況はＡ水準のた
め、現状の勤務体制等を継続する。また、労
働基準監督署の許可を得て、宿日直時間を
17:30から翌8:30に変更しており、派遣元の
医療機関が派遣しやすい環境を維持する。

9 仙台　　　　　　　　
宮城県立がんセ
ンター

〇
　　　　383
一般　　383

             383
急性       　383

         383
急性　   383

該当

　がんの種類や患者の状態に応じて、手術療法、放
射線療法、化学療法、さらにそれらを効果的に組み
合わせた集学的治療や緩和ケアなど、がんの全ての
ステージにおいて、最適な治療を提供する。
　また、手術療法においては、低侵襲化を推進し、
患者負担の少ない治療を提供する。
　さらに、患者の求める医療の変化に応じて、必要
とされる医師・看護師等を配置し、適切な治療を提
供する。

　高度・専門医療の機能を効率的に発揮し、患者が地
域において良質な医療を適切に受けることを目標とし
て、地域の医療機関との病病・病診連携の推進等の取
組を重点的に行い、地域医療機関との機能分担や協力
体制の維持・強化を進める。

・医師：大学との連携強化や随時募集により、
医療環境や業務量の変化に応じた柔軟な医師の
確保及び配置を行う。
・看護師等：養成機関との連携強化や随時募集
により、医療環境や業務量の変化に応じた柔軟
な看護師等の確保及び適正配置を行う。

　業務のＤＸ化を推進しつつ、職員がより良
質な医療を提供できるよう医師事務作業補助
者等、業務委託従事者へのタスクシフティン
グを推進するなどし、業務の効率化を図ると
ともに、医師の働き方改革に向け医師等の時
間外労働の縮減に努める。

10 仙台　　　　　　　　公立黒川病院 　 〇 　 〇 〇 〇 〇
        170
一般　　110
療養　　 60

             170
急性       　110
回復　        60

　   　　170
急性　   110
回復　    60

ケア病棟  55
回復リハ　60

非該当

　公立黒川病院は、開院以来、黒川郡内唯一の入院
医療施設を有する病院とし黒川地域を中心とした地
域医療に貢献してきており、今後も、その役割を担
う予定。また、救急告示病院として24時間365日、
救急患者を受け入れる体制構築に務める一方で、黒
川地域の高齢化に対応するための診療体制の維持に
務めていく。

　仙台医療圏、大崎・栗原医療圏における近隣医療機
関と連携し、術後患者等の受入れのための連絡調整に
務めていく。また、へき地拠点病院としてへき地診療
所等への支援にも務めていく予定

　医師・看護師等の医療従事者数は、現状にお
いてはおおむね充足しているが、今後の常勤医
師の高齢化等により、医師の不足が生じる可能
性があることから、関係団体への派遣要請のほ
か、医師紹介会社の活用も進めていく。

　医師の働き方改革としてタスクシフトや、
勤怠管理システムによる勤怠管理を進めてい
く。

11
大崎・
栗原 大崎市民病院 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

　　　　494
一般　　494

             494
高度　        44
急性　       450

         494
高度   　 44
急性　   450

該当

・救命救急センター、地域がん診療連携拠点病院、
第二種感染症指定医療機関、災害拠点病院、臨床研
修指定病院、地域医療支援病院等の指定を受け、県
北の基幹病院としての役割を担っている。
・県北地域の基幹病院として更なる医療の質の向上
を目指し、高度急性期、急性期医療に特化した病院
としての機能を担う。
・令和8年度に地域医療連携拠点施設を整備し、夜
間急患センター、感染症対応スペース、地域におけ
る教育・研修スペース等を整備することで、大崎地
域における持続可能な医療提供体制の実現を目指
す。
・大崎地域全体での医療従事者への教育・研修体制
の充実により、医療人材の質の向上を図る。

・高度急性期・急性期機能を担い、大崎地域の各公立
病院と明確な役割分担のもと、連携して医療提供体制
の整備に取り組む。
・令和8年度の地域医療連携拠点施設の整備と併せて
基幹病院への夜間の救急機能の集約を図り、大崎地域
の住民に切れ目なく医療を提供できるよう夜間の救急
の充実を図る。
・限られた医療資源を地域全体で効率的に活用するこ
とを目的とし、医療提供体制を維持するために不足す
る医師等は、基幹病院から大崎地域内の公立病院へ派
遣を行う。また、高度医療機器等の共同利用や効果的
な物品調達のあり方の検討を進める。
・医療従事者の確保が難しい地域の医療機関において
も必要な機能を維持できるよう、遠隔医療に必要な設
備を整備し、活用を推進する。

・大学病院等との密な連携により、引き続き医
師の確保に取り組む。
・確保が困難な医療従事者については、処遇改
善や奨学金制度の拡充を図る。
・ロボット支援手術等の高度医療技術の導入に
より、若手医師の育成・確保に取り組む。
・教育体制や研修プログラムの充実を図る。
・実習や見学等の受入れや、積極的な広報活動
により、病院の認知度向上に努める。

・宿日直制から交代制勤務に変更し、適切な
労務管理を実施している。
・令和5年6月に医療機関勤務環境評価セン
ターへ医師時短計画の評価申請を行い、令和
5年度内に都道府県知事による指定を受ける
予定である。今後も働き方改革関連法に沿っ
た業務を推進する。
・業務の取扱等の院内全体ルールを定めた
「労働時間管理運用ガイドブック」の院内周
知を図っている。
・特定行為研修を修了した看護師や医師事務
作業補助者へのタスクシェア・タスクシフト
を実施している。今後も、医師の負担軽減の
ためにタスクシェア・タスクシフトが可能な
項目について継続的に検討を行う。
・勤務間インターバルや代償休息の管理につ
いての内部要綱を定め、適切な管理を目指
す。また、就労管理システムによる労務管理
についても検討する。
・良好な労働環境の整備や効率的持続的な病
院経営に必須な労務管理手法等について、コ
ンサルタント業務を委託し、専門的かつ客観
的な立場から助言を受けている。

12
大崎・
栗原

大崎市民病院鹿
島台分院

〇 〇 〇
         58
一般　　 40
療養　　 18

       　　　 58
回復　        40
慢性　        18

（R6 2025.7.1時点）
          58
回復      40
休棟予定　18

（R5 2025.7.1時点）
 　　　　 58
回復      40
慢性　　　18

ケア病棟　40 非該当

・地域の実情にあった医療提供体制を万全なものと
するため、基幹病院である大崎市民病院の後方支援
病院としての機能を担う。
・鹿島台地域のかかりつけ医機能を担い、認知症な
どのサポート医や総合診療医の配置に加え、相談機
能の充実を図ることで、疾患の早期発見・早期治療
に繋げる。
・患者の住み慣れた地域や自宅での自立生活に向け
た在宅復帰支援を多職種連携で促進し、在宅医療に
おける急変患者等の入院病床の機能を担うなど、地
域包括ケアシ ステムの一端として、その機能・役
割を果たす。

・基幹病院に急性期機能を集約し、鹿島台分院は回復
期機能・慢性期機能を担う。また、基幹病院の後方支
援を行うなど、相互の円滑な連携を図る。
・地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域の近隣
医療機関及び福祉施設等との連携強化に努める。
・令和4年度に一般病床のすべてを地域包括ケア病床
にし、関係機関と連携して患者の在宅復帰の支援を
行っている。
・新興感染症については、基幹病院の後方支援病院と
しての役割を担い、病床確保や患者受入を行う。
・医療資源の有効活用と、役割分担の明確化を目的と
し、令和8年度の地域医療連携拠点施設の整備と併せ
て基幹病院への夜間の救急機能の集約を図る。
・需要が大きく減少すると推計される慢性期病床の転
換等に当たっては、他の医療機関や在宅医療等の状況
分析により、慎重に判断する。

・基幹病院において、医師・看護師等の医療従
事者等の確保を行い、地域における医療提供体
制の維持に必要な人員の配置を行っている。
・令和8年度に基幹病院に整備する地域医療連
携拠点施設において、地域合同の研修会や講習
会等を開催し、地域の医療従事者の医療の質向
上を図る。

・基幹病院からの診療応援などの連携のも
と、適切な労務管理を実施する（令和5年度
に宿日直許可を取得）。
・基幹病院への機能集約を行い、限られた医
療資源の効率的な運用を図る。（これまでの
検査業務等の集約に加え、今後は夜間の救急
機能の集約を行う。）
・良好な労働環境の整備や効率的持続的な病
院経営に必須な労務管理手法等について、コ
ンサルタント業務を委託し、専門的かつ客観
的な立場から助言を受けている。

13
大崎・
栗原

大崎市民病院岩
出山分院

〇 〇 〇
         40
一般　　 40

              40
回復　        40

          40
回復　    40

ケア病棟　40 非該当

・地域の実情にあった医療提供体制を万全なものと
するため、基幹病院である大崎市民病院の後方支援
病院としての機能を担う。
・岩出山地域のかかりつけ医機能を担い、認知症な
どのサポート医や総合診療医の配置に加え、相談機
能の充実を図ることで、疾患の早期発見・早期治療
に繋げる。
・患者の住み慣れた地域や自宅での自立生活に向け
た在宅復帰支援を多職種連携で促進し、在宅医療に
おける急変患者等の入院病床の機能を担うなど、地
域包括ケアシ ステムの一端として、その機能・役
割を果たす。

・基幹病院に急性期機能を集約し、岩出山分院は回復
期機能を担う。また、基幹病院の後方支援を行うな
ど、相互の円滑な連携を図る。
・地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域の近隣
医療機関及び福祉施設等との連携強化に努める。
・令和4年度に病床のすべてを地域包括ケア病床に
し、関係機関と連携し、患者の在宅復帰の支援を行っ
ている。
・新興感染症については、基幹病院の後方支援病院と
しての役割を担い、病床確保や患者受入を行う。
・医療資源の有効活用と、役割分担の明確化を目的と
し、令和8年度の地域医療連携拠点施設の整備と併せ
て基幹病院への夜間の救急機能の集約を図る。

・基幹病院において、医師・看護師等の医療従
事者等の確保を行い、地域における医療提供体
制の維持に必要な人員の配置を行っている。
・令和8年度に基幹病院に整備する地域医療連
携拠点施設において、地域合同の研修会や講習
会等を開催し、地域の医療従事者の医療の質向
上を図る。

・基幹病院からの診療応援などの連携のも
と、適切な労務管理を実施する（令和4年度
に宿日直許可を取得）。
・基幹病院への機能集約を行い、限られた医
療資源の効率的な運用を図る。（これまでの
検査業務等の集約に加え、今後は夜間の救急
機能の集約を行う。）
・良好な労働環境の整備や効率的持続的な病
院経営に必須な労務管理手法等について、コ
ンサルタント業務を委託し、専門的かつ客観
的な立場から助言を受けている。
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医師の働き方改革への対応

整
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番
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区域 医療機関名

１．2025年における役割・医療機能ごとの病床数 ２．「公立病院経営強化プラン」の方向性　※1

2025年に担うべき役割　※1

許可病床数
(精・感・結

除く)
（2024.7.1）

※2

病床機能
ごとの病床数
(2024.7.1)

※3

病床機能
ごとの病床数
(2025.7.1)

※3

施設基準
の状況(床)
（2024.7.1）

※4

基幹
病院
該当

地域医療構想等を踏まえた
病院の果たすべき役割・機能

機能分化・連携強化 医師・看護師等の確保

14
大崎・
栗原

大崎市民病院鳴
子温泉分院

〇 〇 〇
         40
一般　　 40

              40
回復　        40

         40
回復　   40

ケア病棟　40 非該当

・地域の実情にあった医療提供体制を万全なものと
するため基幹病院である大崎市民病院の後方支援病
院としての機能を担う。
・鳴子温泉地域のかかりつけ医機能を担い、認知症
などのサポート医や総合診療医の配置に加え、相談
機能の充実を図ることで、疾患の早期発見・早期治
療に繋げる。
・患者の住み慣れた地域や自宅での自立生活に向け
た在宅復帰支援を多職種連携で促進し、在宅医療に
おける急変患者等の入院病床の機能を担うなど、地
域包括ケアシステムの一端として、その機能・役割
を果たす。

・基幹病院に急性期機能を集約し、鳴子温泉分院は回
復期機能を担う。また、基幹病院の後方支援を行うな
ど、相互の円滑な連携を図る。
・地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域の近隣
医療機関及び福祉施設等との連携強化に努める。
・令和4年度に病床のすべてを地域包括ケア病床に
し、関係機関と連携し、患者の在宅復帰の支援を行っ
ている。
・新興感染症については、基幹病院の後方支援病院と
しての役割を担い、病床確保や患者受入を行う。
・医療資源の有効活用と、役割分担の明確化を目的と
し、令和8年度の地域医療連携拠点施設の整備と併せ
て基幹病院への夜間の救急機能の集約を図る。

・基幹病院において、医師・看護師等の医療従
事者等の確保を行い、地域における医療提供体
制の維持に必要な人員の配置を行っている。
・令和8年度に基幹病院に整備する地域医療連
携拠点施設において、地域合同の研修会や講習
会等を開催し、地域の医療従事者の医療の質向
上を図る。

・基幹病院からの診療応援などの連携のも
と、適切な労務管理を実施する（令和4年度
に宿日直許可を取得）。
・基幹病院への機能集約を行い、限られた医
療資源の効率的な運用を図る。（これまでの
検査業務等の集約に加え、今後は夜間の救急
機能の集約を行う。）
・良好な労働環境の整備や効率的持続的な病
院経営に必須な労務管理手法等について、コ
ンサルタント業務を委託し、専門的かつ客観
的な立場から助言を受けている。

15
大崎・
栗原 公立加美病院 〇

         90
一般　　 40
療養　　 50

              90
回復　        40
慢性　        50

          90
回復　    40
慢性　    50

ケア病床　20 非該当

・　大崎市民病院本院と地域全体で持続可能な地域
医療提供体制を確保するために必要な機能分化・連
携強化の枠組みを構築する。
・　当院は加美町及び色麻町にある唯一の病院であ
るため、地域包括ケアシステムの中心となるプライ
マリケアと救急受入れ、大崎市民病院の後方支援機
能を強化する。

・　大崎市民病院が基幹病院として高度急性期機能及
び急性期機能を担い、当院は回復期機能及び慢性期機
能を担い、大崎市民病院の後方支援を行う病院として
の役割を明確にし、機能分化・連携強化を図る。

・　基幹病院の夜間診療体制を確保するため、平日日
中に基幹病院からの転院を積極的に受け入れるととも
に、基幹病院からの医療従事者の派遣、オンライン診
療の活用、医療機器の共同利用を行うことで、地域に
必要な医療提供体制の整備を進める。

・　当院は、内科、小児科の医師確保が継続課
題であり、これらの診療科の標榜は地域医療の
継続に大きく影響するため、内科医2名、小児
科医1名の確保が不可欠です。そのために、大
崎市民病院からの医師・看護師等の受け入れ環
境の整備、東北大学病院への派遣要望等の継
続、東北医科薬科大学病院からの医師受入れに
関する医療従事者増加に向けた施策を図る。
・　WEB等も活用した地域医療研修の実施体制
について、当院の体制を鑑みながら協議、検討
を行う。

・　宿日直許可を受けたことに伴い、東北大
学病院からの医師派遣（宿日直等）の見直し
及び二次救急での時間外（夜間含む）休日体
制の見直しを行う。
・　マイナンバーカードの健康保険証利用、
電子カルテ及び電子処方箋などのICT活用に
よって、タスクシフト／シェアを推進するた
めの環境整備を図る。

16
大崎・
栗原

涌谷町国民健康
保険病院

〇 〇 〇
　　　　 99
一般　　 60
療養　　 39

              99
回復　        60
慢性       　 39

          99
回復　    60
慢性　    39

ケア病床　20 非該当

　大崎・栗原医療圏の医療需要に沿った体制を整え
るため、急性期病床を地域包括ケア病床に転換する
など、回復期機能の充実を図ります。また、誰もが
住み慣れた地域で生活ができるよう訪問診察、訪問
看護の体制の充実を進めます。

　大崎市民病院本院が基幹病院として急性期医療を担
い、大崎市民病院の各分院、公立加美病院、美里町立
南郷病院及び涌谷町国保病院が回復期機能及び慢性期
機能を担います。
　また夜間の医療機能を基幹病院に集約し、三次救急
と初期救急の役割分担と連携強化を図ります。

　自治医科大学関係事業の活用の継続、東北医
科薬科大学卒業生医師の派遣、または大崎地域
の医療提供体制の連携の中で必要な人員の確保
を図ります。

　タスクシフトの考え方を基に、医師は医師
にしかできない業務に特化できるよう医療ク
ラークの導入等を検討します。また、断続的
な宿直又は日直勤務許可を取得し、適切な労
務管理を図ります。
　電子カルテシステムを引き続き活用するこ
とにより、診察の質、業務効率の向上など、
医師の負担軽減を図ります。

17
大崎・
栗原

美里町立南郷病
院

　 　 　 　 〇 〇 　
         50
一般　　 50

              50
回復　        50

          50
回復　    50

非該当

　当院は、地域の医療拠点病院として常勤医を確保
し、安定的に医療提供できる体制を構築していくこ
とが必要とされています。病床機能は、回復期機能
を維持しながら、大崎市民病院を基幹病院とした地
域全体で持続可能な地域医療体制を確保するため、
大崎圏域で必要な機能分化・連携強化の枠組みを構
築することとしています。当院は、基幹病院である
大崎市民病院の後方支援の機能を強化していくこと
としています。

・急性期機能は基幹病院である大崎市民病院本院へ集
約し、当院を含めた周辺の医療機関はその後方支援機
能を担うこととしている。
・ひとつの病院で治療を完結するのではなく、民間医
療機関とも一体となって大崎地域全体で患者を支える
地域完結型医療に向けた体制を構築することとしてい
る。
・夜間の医療機能を基幹病院へ集約し、三次救急と初
期救急の機能分担と連携強化を図ることとしていま
す。

　医師については、常勤医２人以外は、東北大
学病院等からの派遣により診療を行っていま
す。今後も継続して派遣をいただき初期診療や
二次救急までの対応を行っていくこととしてい
ます。また、東北医科薬科大学の専門研修プロ
グラムの連携施設として派遣受入を予定してい
ます。さらには「大崎地域の医療提供体制の確
保に係る連携協約」により、基幹病院からの医
師・看護師等の派遣についても協約締結してい
ます。

　令和６年４月からの労働基準法の改正に伴
い大学病院からの派遣医師に対する勤務時間
の制限が生じることから「断続的な宿直又は
日直勤務許可書」を取得し、引続き大学病院
等からの医師派遣受け入れが行える体制を確
保している。今後も医師の労働時間の把握に
努め、継続した診療体制が維持できるよう対
応することとしています。

18
大崎・
栗原

栗原市立栗原中
央病院

　 　 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
        284
一般　　269
療養　　 15

             269
急性　       219
回復　        50

         269
急性   　219
回復　    50

ケア病棟　50 該当

基幹病院として、高度・急性期医療、救急医療の機
能を中心に小児から成人・高齢者に至るまで、幅広
い年齢層への医療提供及び災害拠点病院としての機
能を担う。さらに基幹型臨床研修病院としての役割
のほか、地域の中核的な病院として位置付けられて
おり、地域医療を支援するという役割も担う。

栗原中央病院に急性期医療の機能を集約し、若柳病
院・栗駒病院と連携を図る。あわせて、夜間の救急車
受入れについては、栗原中央病院に集約する。
栗原中央病院における急性期疾病の治療終了後、体力
回復のために引続き入院を必要とする高齢の患者（廃
用症候群など）を若柳病院の地域包括ケア病棟へ転院
させることで、リハビリによる体力回復を図る。
また、回復が見込めない患者は、療養病棟（若柳病
院・栗駒病院）に転院させる。

市立３病院の電子カルテシステムを統一するこ
とで、医師、看護師、コメディカル等の病院間
の相互応援や人事異動時の業務負担軽減を図
る。

①医師労働時間短縮計画（Ａ水準）を策定
し、医師の時間外労働時間を管理している。
②東北大学病院等からの派遣医・応援医に係
る労働時間上限規制に対応するため、深夜帯
における宿直許可を取得している。

19
大崎・
栗原

栗原市立若柳病
院

　 〇 〇
         75
一般　　 45
療養　　 30

              75
回復　        45
慢性　        30

          75
回復　    45
慢性　    30

ケア病棟　45 非該当

在宅医療・訪問看護・居宅介護支援の拠点として在
宅患者の支援のほか、介護施設や診療所等との連携
による入院患者の受け入れに重点を置き、さらには
基幹病院からの回復期患者の受け入れを行う。な
お、隣接する登米市、岩手県一関市の患者の受け入
れを継続する。

栗原中央病院に急性期医療の機能を集約し、若柳病
院・栗駒病院と連携を図る。あわせて、夜間の救急車
受入れについては、栗原中央病院に集約する。
栗原中央病院における急性期疾病の治療終了後、体力
回復のために引続き入院を必要とする高齢の患者（廃
用症候群など）を若柳病院の地域包括ケア病棟へ転院
させることで、リハビリによる体力回復を図る。
また、回復が見込めない患者は、療養病棟（若柳病
院・栗駒病院）に転院させる。

市立３病院の電子カルテシステムを統一するこ
とで、医師、看護師、コメディカル等の病院間
の相互応援や人事異動時の業務負担軽減を図
る。

医師の労働時間上限適用に伴い、東北大学病
院等からの医師派遣が厳しくなり、夜間診療
を維持することが困難になることから、宿日
直許可を取得し、夜間の救急患者の受入れは
栗原中央病院に集約する。若柳病院、栗駒病
院については、平日日中における栗原中央病
院からの転院や救急患者を受け入れるなど、
機能分担に基づいて対応する。

20
大崎・
栗原

栗原市立栗駒病
院

〇 〇
         45
療養　　 45

              45
慢性       　 45

          45
慢性　    45

非該当
地域医療を念頭に、近隣の診療所や介護福祉施設等
との連携を重視しながら、初期・慢性期・終末期医
療や緩和医療などを担う。

栗原中央病院に急性期医療の機能を集約し、若柳病
院・栗駒病院と連携を図る。あわせて、夜間の救急車
受入れについては、栗原中央病院に集約する。
栗原中央病院における急性期疾病の治療終了後、体力
回復のために引続き入院を必要とする高齢の患者（廃
用症候群など）を若柳病院の地域包括ケア病棟へ転院
させることで、リハビリによる体力回復を図る。
また、回復が見込めない患者は、療養病棟（若柳病
院・栗駒病院）に転院させる。

市立３病院の電子カルテシステムを統一するこ
とで、医師、看護師、コメディカル等の病院間
の相互応援や人事異動時の業務負担軽減を図
る。

医師の労働時間上限適用に伴い、東北大学病
院等からの医師派遣が厳しくなり、夜間診療
を維持することが困難になることから、宿日
直許可を取得し、夜間の救急患者の受入れは
栗原中央病院に集約する。若柳病院、栗駒病
院については、平日日中における栗原中央病
院からの転院や救急患者を受け入れるなど、
機能分担に基づいて対応する。

21
石巻・
登米・
気仙沼

登米市立登米市
民病院

〇 〇 〇 〇 〇
　　　　198
一般　　198

             198
急性　       168
回復　        30

         198
急性　   168
回復　    30

回復リハ  30 該当

・地域の中核的医療を担う病院として、一般急性期
医療を主体とした機能とともに、救急医療において
は二次救急を担っていく。
・市立３病院の連携体制を構築した医療提供を行う
とともに、診療所や開業医との連携強化を図り、紹
介患者を積極的に受入れていく。
・基幹型臨床研修病院としての初期研修医の受入れ
や、院内に設置している東北医科薬科大学のサテラ
イトセンターによる地域医療を担う医師の育成に寄
与するなど、地域医療教育の拠点としての役割を果
たしていく。
・東北大学への寄附講座等を実施し、地域に総合診
療医が増えることを目指していく。
・災害拠点病院として、地域内での発生を予測した
災害対応はもとより、他地域への医療救護活動を想
定した体制整備に努めていく。

・限られた医療資源を地域全体で最大限有効に活用す
るため、地域において中核的医療を担う登米市民病院
を中心に、市立病院間の医師・看護師等の派遣・応援
体制の構築等に取り組んでいく。
・一般急性期医療を登米市民病院に集約し、急性期を
経過した患者の回復期及び慢性期医療を米谷病院と豊
里病院に分担したこれまでの医療提供体制を継続する
とともに、更なる機能分化が図られるよう病院間の連
携を強化していく。
・患者の症状に合わせた適切な治療を行うためのス
ムーズな転院システム等を構築し、診療所等をはじめ
とする市内各医療機関との連携強化を図っていく。
・登米市立病院において完結することが困難な疾病に
ついては、石巻赤十字病院や大崎市民病院をはじめと
する高次医療機関等の専門性の高い医療機関に付託
し、高度急性期を脱した患者については登米市立病院
が受入れを行うなど、二次医療圏内及び近隣の医療機
関等の広域的な範囲において機能分担及び円滑な連携
強化を図っていく。
・市内において不足している診療科や市立病院の常勤
医が担当する診療科以外については、東北大学、東北
医科薬科大学、石巻赤十字病院、大崎市民病院等から
の応援医師により診療が行われており、今後も大学及
び高次医療機関等との連携を密にした診療を継続して
いく。

・医師については、東北大学病院や東北医科薬
科大学病院等からの常勤職員及び会計年度任用
職員の派遣による診療体制の維持を図るととも
に、県の医師派遣制度や自治医科大学関連事業
による医師の派遣要請を継続するなど、人員確
保に努めていく。
・看護師については、看護師養成施設に対し、
募集に関する情報提供や学生のニーズに関する
情報収集を行うなど、不足する看護師の効率的
な確保に取り組んでいく。また、必要な人員を
確保するため、将来、登米市病院事業での勤務
を希望する学生に奨学金制度についての周知を
図り、活用を推進するとともに本制度がより効
果的に機能するための検討を行っていく。

・適切な労務管理の推進
　　出退勤時間を記録し、更に労働時間と非
労働時間に仕分けをして、業務内容の適切な
把握に努め、時間　　外労働の縮減が図れる
よう進めていく。また、宿日直については、
連続勤務時間や勤務間インターバルに留意し
ていく。
・タスクシフト/シェアの推進
　タスクシフト/シェアの現状を把握し、医
療技術職と調整を図りながらタスクシフト/
シェアの拡大を進めるとともに、現状分析を
継続的に行うことで、職種間における業務量
に不均衡が生じないように努めていく。
・　ＩＣＴ環境の整備
　ＣＴ・ＭＲＩ画像の患者情報の共有システ
ム導入など、業務の負担軽減でどのように活
用できるか検証し、費用対効果を勘案しなが
ら導入について検討を進めていく。
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医師の働き方改革への対応
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区域 医療機関名

１．2025年における役割・医療機能ごとの病床数 ２．「公立病院経営強化プラン」の方向性　※1

2025年に担うべき役割　※1

許可病床数
(精・感・結

除く)
（2024.7.1）

※2

病床機能
ごとの病床数
(2024.7.1)

※3

病床機能
ごとの病床数
(2025.7.1)

※3

施設基準
の状況(床)
（2024.7.1）

※4

基幹
病院
該当

地域医療構想等を踏まえた
病院の果たすべき役割・機能

機能分化・連携強化 医師・看護師等の確保

22
石巻・
登米・
気仙沼

登米市立米谷病
院

〇 〇 〇
         90
一般　　 40
療養　　 50

              90
回復　        40
慢性　        50

          90
回復　    40
慢性　    50

ケア病棟　32 非該当

・民間の医療機関が少ない地域におけるかかりつけ
医として、また、在宅療養支援診療所や福祉・介護
施設等の後方支援医療機関としての役割を担ってい
く。
・在宅医療への積極的な取組を進めながら、無医地
区住民への受療機会を提供していく。
・難病患者の入院の受入れや、重症心身障害児者の
医療型短期入所の受入れを行っていく。
・在宅療養の後方支援として将来必要とされる病床
機能への移行に柔軟に対応し、地域に密着した医療
サービスの向上に努め、入院から在宅までの一貫し
た医療提供を行っていく。

・限られた医療資源を地域全体で最大限有効に活用す
るため、地域において中核的医療を担う登米市民病院
を中心に、市立病院間の医師・看護師等の派遣・応援
体制の構築等に取り組んでいく。
・一般急性期医療を登米市民病院に集約し、急性期を
経過した患者の回復期及び慢性期医療を米谷病院と豊
里病院に分担したこれまでの医療提供体制を継続する
とともに、更なる機能分化が図られるよう病院間の連
携を強化していく。
・患者の症状に合わせた適切な治療を行うためのス
ムーズな転院システム等を構築し、診療所等をはじめ
とする市内各医療機関との連携強化を図っていく。
・登米市立病院において完結することが困難な疾病に
ついては、石巻赤十字病院や大崎市民病院をはじめと
する高次医療機関等の専門性の高い医療機関に付託
し、高度急性期を脱した患者については登米市立病院
が受入れを行うなど、二次医療圏内及び近隣の医療機
関等の広域的な範囲において機能分担及び円滑な連携
強化を図っていく。
・市内において不足している診療科や市立病院の常勤
医が担当する診療科以外については、東北大学、東北
医科薬科大学、石巻赤十字病院、大崎市民病院等から
の応援医師により診療が行われており、今後も大学及
び高次医療機関等との連携を密にした診療を継続して
いく。

・医師については、東北大学病院や東北医科薬
科大学病院等からの常勤職員及び会計年度任用
職員の派遣による診療体制の維持を図るととも
に、県の医師派遣制度や自治医科大学関連事業
による医師の派遣要請を継続するなど、人員確
保に努めていく。
・看護師については、看護師養成施設に対し、
募集に関する情報提供や学生のニーズに関する
情報収集を行うなど、不足する看護師の効率的
な確保に取り組んでいく。また、必要な人員を
確保するため、将来、登米市病院事業での勤務
を希望する学生に奨学金制度についての周知を
図り、活用を推進するとともに本制度がより効
果的に機能するための検討を行っていく。

・適切な労務管理の推進
　　出退勤時間を記録し、更に労働時間と非
労働時間に仕分けをして、業務内容の適切な
把握に努め、時間　　外労働の縮減が図れる
よう進めていく。また、宿日直については、
連続勤務時間や勤務間インターバルに留意し
ていく。
・タスクシフト/シェアの推進
　タスクシフト/シェアの現状を把握し、医
療技術職と調整を図りながらタスクシフト/
シェアの拡大を進めるとともに、現状分析を
継続的に行うことで、職種間における業務量
に不均衡が生じないように努めていく。
・　ＩＣＴ環境の整備
　ＣＴ・ＭＲＩ画像の患者情報の共有システ
ム導入など、業務の負担軽減でどのように活
用できるか検証し、費用対効果を勘案しなが
ら導入について検討を進めていく。

23
石巻・
登米・
気仙沼

登米市立豊里病
院

〇 〇
         90
一般     60
療養　　 30

              90
回復      　  60
慢性　        30

          90
回復　    60
慢性　    30

ケア病棟　60 非該当

・老人保健施設、デイサービスセンター、訪問看護
ステーションとで施設群を構成し、在宅医療へも積
極的に取り組み、地域における総合的な高齢者医療
福祉体制の一翼を担っていく。
・現在の療養病床を維持しつつ、地域包括ケア病床
への機能分担を図りながら、地域に密着した医療
サービスの向上に努めていく。

・限られた医療資源を地域全体で最大限有効に活用す
るため、地域において中核的医療を担う登米市民病院
を中心に、市立病院間の医師・看護師等の派遣・応援
体制の構築等に取り組んでいく。
・一般急性期医療を登米市民病院に集約し、急性期を
経過した患者の回復期及び慢性期医療を米谷病院と豊
里病院に分担したこれまでの医療提供体制を継続する
とともに、更なる機能分化が図られるよう病院間の連
携を強化していく。
・患者の症状に合わせた適切な治療を行うためのス
ムーズな転院システム等を構築し、診療所等をはじめ
とする市内各医療機関との連携強化を図っていく。
・登米市立病院において完結することが困難な疾病に
ついては、石巻赤十字病院や大崎市民病院をはじめと
する高次医療機関等の専門性の高い医療機関に付託
し、高度急性期を脱した患者については登米市立病院
が受入れを行うなど、二次医療圏内及び近隣の医療機
関等の広域的な範囲において機能分担及び円滑な連携
強化を図っていく。
・市内において不足している診療科や市立病院の常勤
医が担当する診療科以外については、東北大学、東北
医科薬科大学、石巻赤十字病院、大崎市民病院等から
の応援医師により診療が行われており、今後も大学及
び高次医療機関等との連携を密にした診療を継続して
いく。

・医師については、東北大学病院や東北医科薬
科大学病院等からの常勤職員及び会計年度任用
職員の派遣による診療体制の維持を図るととも
に、県の医師派遣制度や自治医科大学関連事業
による医師の派遣要請を継続するなど、人員確
保に努めていく。
・看護師については、看護師養成施設に対し、
募集に関する情報提供や学生のニーズに関する
情報収集を行うなど、不足する看護師の効率的
な確保に取り組んでいく。また、必要な人員を
確保するため、将来、登米市病院事業での勤務
を希望する学生に奨学金制度についての周知を
図り、活用を推進するとともに本制度がより効
果的に機能するための検討を行っていく。

・適切な労務管理の推進
　　出退勤時間を記録し、更に労働時間と非
労働時間に仕分けをして、業務内容の適切な
把握に努め、時間　　外労働の縮減が図れる
よう進めていく。また、宿日直については、
連続勤務時間や勤務間インターバルに留意し
ていく。
・タスクシフト/シェアの推進
　タスクシフト/シェアの現状を把握し、医
療技術職と調整を図りながらタスクシフト/
シェアの拡大を進めるとともに、現状分析を
継続的に行うことで、職種間における業務量
に不均衡が生じないように努めていく。
・　ＩＣＴ環境の整備
　ＣＴ・ＭＲＩ画像の患者情報の共有システ
ム導入など、業務の負担軽減でどのように活
用できるか検証し、費用対効果を勘案しなが
ら導入について検討を進めていく。

24
石巻・
登米・
気仙沼

石巻市立病院 〇 〇 〇 〇 〇 〇
        180
一般　　140
療養　　 40

             180
急性　       120
慢性　        60

         180
急性　   120
慢性　    60

ケア病床　20 該当

・石巻赤十字病院等の二次、三次医療機関との連携
を前提に、必要な急性期機能を有した上で引き続き
回復期、慢性期及び在宅医療に積極的に取り組み、
石巻圏域全体で切れ目のない医療提供体制を構築す
る。
・石巻赤十字病院からのポストアキュート患者の受
入を強化するが、病床機能・病床数については現状
維持とし、今後も医療需要の推移を見極めながら状
況に応じて必要な病床機能と病床数の確保に努め
る。

・ 石巻赤十字病院が二次医療圏の中核として高度急
性期、当院が石巻圏域でかかりつけ医機能を有する地
域多機能型病院として急性期・回復期・慢性期を担う
という役割を更に明確化する。
・石巻圏域定住自立圏を形成する２市１町（石巻市、
東松島市、女川町）に所在する病院と積極的に協力・
連携体制の推進を図ることを目的に令和４年８月に
「石巻地域病院運営協議会」が発足、石巻圏域全体の
医療提供体制の確保のための取組について検討する予
定である。

・ 東北大学、東北医科薬科大学などの関係機
関との連携を密にし、医師の確保に努める。
・東北医科薬科大学医学部の総合診療医育成の
拠点（石巻地域医療教育サテライトセンター）
として、将来的に地域医療を支える医師の育成
に寄与する。
・専門研修プログラムの協力病院として臨床研
修医や専攻医の受入等を通じ、若手医師の確保
に繋げる。また、指導医の確保、指導力の向上
に努める。
・ 医学生、看護・薬学部実習生の積極的な受
入れを図る。

・ 地域医療の充実や在宅医療の維持と発展
を目的として診療看護師（ＮＰ）を育成し、
ＮＰが実施可能な特定行為を活用して、医師
のタスクシフト・タスクシェアを推進する。
・ 認定看護師等の資格取得、特定行為研修
受講の推進を図る。
・ 医師事務作業補助者の更なる活用を図
る。
・業務効率化のため、ICTの利活用やDX化を
検討する。
・医師の負担軽減のため、在宅医療でのオン
ライン診療の運用を検討する。

25
石巻・
登米・
気仙沼

石巻市立牡鹿病
院

〇
　　　　 25
一般　　 25

              25
急性　        25

          25
急性　    25

非該当

人口減少に伴い入院患者数が減少しているが、一方
で牡鹿地区に居住する住民は高齢化が進んでいる状
況である。半島沿岸部に位置し、交通手段も限られ
ている現状を鑑み、地域住民の健康保持のため安心
して適切な医療を受けられる体制は必要であること
から、今後も医療サービスが継続して実施される体
制を確保しながら、診療の状況やニーズに合った医
療機能の見直しについて検討する。

・牡鹿地区住民のかかりつけ医機能を有し、患者が急
変した際の転送や医師派遣について石巻市立病院と連
携し、円滑な対応を行う。
・石巻圏域定住自立圏を形成する２市１町（石巻市、
東松島市、女川町）に所在する病院と積極的に協力・
連携体制の推進を図ることを目的に令和４年８月に
「石巻地域病院運営協議会」が発足、石巻圏域全体の
医療提供体制の確保のための取組について検討する予
定である。

東北大学、東北医科薬科大学などの関係機関、
現在の非常勤医師派遣元である医療機関との連
携を密にし、医師の確保に努める。

・ICTの利活用よる業務の効率化、勤怠管理
システム導入等DX化による適切な労務管理方
法について検討する。

26
石巻・
登米・
気仙沼

気仙沼市立病院 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
　　　　340
一般　　340

             336
急性　       288
回復          48

         336
急性　   238
回復      98

回復リハ　48
ケア病棟　52

該当

・気仙沼圏域の中核病院として、一般医療に加え、
救急医療や小児・周産期医療等の不採算医療の他、
地域唯一の感染症指定医療機関、災害拠点病院とし
て、その機能を発揮し、地域医療の確保と医療水準
の向上に努める。
・本市は県内でも高齢化が著しい地域であることか
ら、地域医療構想を踏まえ、多病を抱える高齢患者
への対応力の向上を図るため、急性期治療後の在宅
復帰に向けた準備及び在宅患者の急性増悪に対応す
る地域急性期機能（ポストアキュート、サブア
キュート）の充実に努める。

・地域の回復期医療の充実に向けて、市立病院に「地
域包括ケア病棟」を設置し、本吉病院の入院機能を市
立病院に集約する。
・気仙沼市医師会と連携し、市内で在宅医療を提供す
る医療機関との関係をより一層強化し、患者登録を進
めることで在宅療養後方支援病院としての機能を発揮
する。
・高度専門医療や救命救急の患者については、石巻赤
十字病院や仙台市内の大学病院等との連携で、地域医
療を守るとともに、治療を終えた患者を市立病院の回
復期リハビリテーション病棟や地域包括ケア病棟で受
け入れ、円滑な在宅復帰に貢献する。

・東北大学病院への定期的な訪問による医師派
遣の要請を継続し、東北大学入局プログラム登
録医師、東北医科薬科大学宮城県枠医師の受入
採用の推進するとともに、当院に派遣される医
師が魅力的と感じられるような職場環境の整備
に努める。
・採用条件や勤務条件等の見直しに向けた研究
を行うとともに、採用した人材の育成と定着の
ため、看護師やその他医療職が働きやすい職場
環境の形成と、キャリアに応じた研修・支援の
仕組みの構築に努める。

・３６協定を締結するとともに、タイムカー
ドによる医師の出退勤管理を徹底する。
・業務効率や業務負担軽減に資するＩＣＴを
活用するなど、医師の時間外労働の縮減を図
る。
・医師の負担軽減を図り、医療の質の向上の
ために、現行制度の下で実施可能な範囲にお
いて、これまで医師が行ってきた業務の一部
を他の医療職が担うなど、タスクシフト・タ
スクシェアを積極的に推進する。

27
石巻・
登米・
気仙沼

南三陸病院 〇 〇 〇
　　 　　90
一般　　 40
療養　　 50

              90
急性　        40
慢性　        50

          90
急性　    40
慢性　    50

ケア病床　40 非該当

　最寄りの病院からの距離が遠く、町内唯一の病院
であるため、二次救急は果たすべき役割であると考
えている。透析診療について20床のベッドで実施
し、観光客の透析も実施している。訪問診療につい
ては、平日ほぼ毎日実施している。そのほか、気仙
沼本吉地域で唯一の慢性期を設置している病院であ
ることから、引き続きその役割を果たすべきと考え
ている。

　機能分化は必要ないと考えており、基幹病院である
気仙沼市立病院とこれまでと同様に連携を密にしてい
くことを考えている。

　病院独自の修学資金貸付事業があるものの、
東北医科薬科大学の修学資金制度があることか
ら、医師確保等の状況の変化を確認しながら事
業存続を検討することとしている。そのほか、
地域医療研修の受入により、医師確保に繋げて
いきたいと考えている。

　令和4年度に宿直許可、令和5年度に日直許
可を取得済みである。

※1　前年度から変更があった場合は、変更箇所に下線を記載。今年度の回答で空欄になる場合でも下線を記載。

※2　東北厚生局「届出受理医療機関名簿」を基に記載。

※3　前年度から変更があった場合は、前年度の内容を記載。

※4　東北厚生局「届出受理医療機関名簿（届出項目別）」を基に、「ケア病棟：地域包括ケア病棟入院料」、「ケア病床：地域包括ケア入院医療管理料」、「回復リハ：回復期リハビリテーション病棟入院料」を届け出ている病床を記載。

※5　前年度から変更があった場合は、変更箇所に下線を記載。今年度の回答が文言の削除のみの場合は、下線を記載しない。
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